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日頃から、当所事業に御理解と御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

近年、我が国の畜産経営を取り巻く情勢は、従事者の高齢化と担い手の減少、畜産物の

消費低迷、飼料・肥料・燃料等の価格の高止まり等、経営を圧迫する状況が続いています。

当所は、厳しい情勢にさらされた生産者の声を聞きながら、家畜衛生分野でいかに畜産業

の安定と発展に寄与できるか、日々自問しながら業務を進めています。 

このような中、令和５年度の当所の業務実施状況を「事業概要」として取りまとめ、公

表することになりました。令和５年度の当所管内の状況としては、以下の点が挙げられま

す。 

１ 特定家畜伝染病の発生がなかったこと 

豚熱対策として進めてきた予防的ワクチンの適期接種、飼養衛生管理基準の遵守、野生

イノシシ対策等が成果をあげています。特に、知事認定獣医師制度や、令和５年度から開

始した、生産者自らの力で行う登録飼養衛生管理者制度を活用した豚熱ワクチン接種によ

り、豚熱抗体の空白期間の短縮が功を奏していることが明らかです。高病原性鳥インフル

エンザ（HPAI）の発生がなかったことも、生産者が飼養衛生管理基準を遵守し、環境中の

HPAI ウイルスの畜舎への持ち込みを感染成立レベル以下に押さえ込むことができた成果

であると考えられます。 

 

２ 慢性疾病対策に重点的に取り組めたこと 

 特定家畜伝染病の発生がなかった分、牛伝染性リンパ腫、牛ウイルス性下痢及び豚繁

殖・呼吸障害症候群といった慢性疾病に一年を通じて取り組むことができました。一方、

牛のヨーネ病やサルモネラ症、さらには牛ウイルス性下痢の持続感染牛が多発した年で

もありました。これらの伝染性疾病に対しても、当所が得意とする多検体処理により、農

場や関係団体にデータに基づいた対策を提案し、経済的被害低減に向けて取り組んでい

ます。 

 

３ ICT 技術を利用した新しいシステムの導入 

電子申請、電子納付といった、新しいシステムの導入が始まりました。これまでは、検

査等を依頼するたびに、飼養者が申請書に記入していたものを、スマートフォンやパソコ

ンから簡単に申請や手数料の納付ができるようになりました。現在、新しいシステムが利

用できる申請は一部に限られていますが、これから電子申請できる手続きを増やし、利便

性向上に力を入れていきます。 

 

 最後になりますが、今後も「持続的な畜産業の発展」に貢献できる家畜保健衛生所を目

指し、皆さまの御協力をいただきながら一歩ずつ進めていきたいと考えています。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

 令和６年４月 

栃木県県北家畜保健衛生所  

所長 飛田 府宣  
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Ⅰ 県北家畜保健衛生所の概要 

１ 沿革 

昭和24年 8月 1日 川西家畜保健所を旧川西町(現大田原市)に設置 

昭和24年 8月 5日 野崎家畜保健所を旧野崎村(現大田原市)に設置 

昭和25年 9月 1日 家畜保健衛生所法の施行により川西及び野崎家畜保健衛生所と改称 

昭和26年 3月31日 氏家家畜保健衛生所を旧氏家町（現さくら市）に設置 

昭和28年 3月31日 野崎家畜保健衛生所を狩野家畜保健衛生所と改称し、狩野村(現那須塩原市)に

移転 

昭和29年 8月16日 那須家畜保健衛生所を那須町に設置 

昭和41年 4月 1日 川西、狩野、那須家畜保健衛生所を西那須野家畜保健衛生所として整備統合、

那須家畜保健衛生所を那須支所と改称、川西家畜保健衛生所を廃止 

昭和42年 3月31日 西那須野町（現那須塩原市）狩野に新築移転 

昭和46年 4月 1日 那須支所を廃止し、検査課を新設 

昭和55年 4月 1日 西那須野町（現那須塩原市）緑に新築移転 

平成12年 4月 1日 氏家家畜保健衛生所管内の那須郡４町（現那須烏山市、那珂川町）を管内に組

み入れ、県北家畜保健衛生所と改称、氏家家畜保健衛生所を廃止 

平成15年 4月 1日 県北家畜保健衛生所附属検査施設を県酪農試験場（現畜産酪農研究センター）

敷地内に新設 

令和 2年 2月25日  現在地に新設移転 

２ 所在地 

〔県北家畜保健衛生所〕 

〒329-2713 栃木県那須塩原市千本松８００-３ 

TEL ０２８７－３６－０３１４  FAX ０２８７－３７－４８２５ 

〔県北家畜保健衛生所附属検査施設〕 

〒329-2747 栃木県那須塩原市千本松２９８－２４ 

 

 

３ 案内図 

 ◇総合案内図 
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◇県北家畜保健衛生所及び県北家畜保健衛生所付属施設案内図 

 

    

 

 

 

 

４ 組織及び業務内容 

 

   県北家畜保健衛生所は、家畜保健衛生所法（昭和２５年法律第１２号）に基づき、栃木県行政機関

設置条例（昭和３９年３月条例第１号）により、地方における家畜衛生の向上を図り、もって畜産の

振興に資することを目的に設置されている。 

 

（１）組織（令和５年４月１日現在） 

〔人  員〕 １８名 （獣医師１７名、行政職１名） 

〔職員構成〕 

                      【防疫第一課】      

所長（獣医師）    所長補佐（総括）    課長（獣医師）     課員７名  獣医師６名 

   宇佐美 佳秀  （獣医師） 岡崎 克美   中村 真弓             行政職１名 

                                           

                      【防疫第二課】                                          

       主幹（獣医師）         課長（獣医師）     課員６名（獣医師） 

         大島 藤太           小池 新平       非常勤嘱託員３名 

                                    （臨床検査技師） 
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（２）業務内容 

ア 防疫第一課 

・所内庶務に関すること 

・施設等管理に関すること 

・家畜伝染病予防事業の総括に関すること 

・特定家畜伝染病に関すること 

・飼養衛生管理基準に関すること 

・定期報告に関すること 

・病性鑑定に関すること 

・IT化に関すること 

・情報発信・収集・報告に関すること 

・家畜衛生の普及・啓発及び相談に関すること 

・検査精度管理（信頼性確保）に関すること 

・備蓄資材の管理に関すること 

・死亡牛のBSE検査に関すること 

・畜産環境対策に関すること 

 

イ 防疫第二課 

  ・家畜伝染病予防事業に関すること 

・家畜伝染病及び家畜伝染性疾病の防疫に関すること 

・慢性疾病対策に関すること 

・牧野衛生に関すること 

・放牧予定牛に関すること 

・輸出入検査に関すること 

・家畜自衛防疫指導に関すること 

・家畜衛生対策事業の総括に関すること 

・畜産物安全性向上対策事業に関すること 

・医薬品医療機器等法に関すること 

・獣医師法及び獣医療法に関すること 

・家畜改良増殖法に関すること 

・削蹄師、装蹄師及び家畜商に関すること 

・検査精度管理（検査部門）に関すること 

・毒劇物の管理に関すること 

   

 

５ 管内の概要 

（１）特色 

栃木県の北部に位置し、本県畜産の主産地である那須地域の３市２町を管轄区域としている。北

は福島県、東は茨城県に隣接していることから、県境における防疫にも留意しながら事業を実施し

ている。 

ア 乳用牛は、飼養戸数が県内の約６９％、飼養頭数が約７５％を占めており、本州一の酪農地

帯である那須塩原市を中心に、本県酪農の中核を担っている。飼養戸数が減少傾向にある一

方で、大規模化が進んでいる。 

           イ 肉用牛は、飼養戸数が県内の約５７％、飼養頭数が約５３％を占めている。那須塩原市、那

須町を中心に黒毛和種の繁殖雌牛の飼養頭数が多く、県内の主要な繁殖地帯となっており、

矢板家畜市場への出荷頭数も多く、他の市場に比較して受精卵産子の割合が高いため、全国
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的にも和牛生産基地として有名である。また、肥育技術も優れており、とちぎ和牛をはじめ、

高品質な肥育牛の産地として、市場の評価も高い。 

          ウ 豚は、飼養戸数が県内の約３２％、飼養頭数が約５９％を占め、企業経営の農場が多いこと

が特徴で、大規模化も進んでいる。 

          エ 鶏は、採卵鶏の飼養戸数が県内の約２３％、飼養羽数が約３６％であるが、県内最大規模の

農場がある。肉用鶏は飼養戸数が県内の約４１％、飼養羽数が約１７％である。近年は愛玩

目的の小規模飼養者が増えている。 

         オ  馬は、飼養戸数が３１戸で県内の約４１％、飼養頭数が３６６頭で県内の約３４％で、競走

馬、乗用馬及び観光施設での展示用馬等が飼養されている。 

          カ 蜜蜂は、飼養戸数が７４戸で県内の約２９％、飼養群数が２,２１１群で県内の約２０％が

飼養され採蜜や施設園芸に利用されているが、近年は趣味的な少群飼養者が増えている。 

          

  （２）管内の家畜飼養頭羽数 （R5.2.1 現在、家保調べ）                

                                                         

（３）図 

 

畜 種 乳 用 牛 肉 用 牛 豚 採 卵 鶏 肉 用 鶏 

戸 数 381戸 438戸 50戸 57戸 7戸 

頭 羽 数 40,306頭 44,856頭 196,330頭 2,477,861羽 57,352羽 

那須町 

那須塩原市 

那珂川町 

大田原市 

那須烏山市 

◎ 
● 

□ 

☆ 

★ 

★ 

★ 

◇ 

◎   県 北 家 畜 保 健 衛 生 所 

◇   県 北 家 畜 保 健 衛 生 所   
                    附 属 検 査 施 設 
● 

  

畜産酪農研究センター 

★   乳 用 牛 放 牧 場 

☆   肉 用 牛 放 牧 場 

□   家 畜 市 場 
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Ⅱ 令和５年度事業実施状況 

食品の安全・安心への関心が高まる中、更に、畜産経営の大規模化、豚熱及び口蹄疫、高病原性鳥イ

ンフルエンザの発生や海外からの家畜伝染病侵入の危険性が増大する等、畜産情勢が変化する中で、安

全な畜産物の供給と畜産経営の安定を図るためには、家畜衛生対策を適切かつ円滑に推進することが重

要である。 

家畜保健衛生所では、家畜伝染病の発生予防と家畜疾病による損耗を防止するための予防衛生対策を

講じるとともに、生産段階における家畜の飼養衛生管理基準遵守の徹底を推進するなど、状況の変化に

的確に対応しながら各種事業を実施している。 

 

１ 家畜伝染病予防事業 

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号 以下「予防法」）の規定に基づき、家畜伝染病及

び家畜伝染性疾病の発生とまん延を防止し、家畜飼養者をはじめ、獣医師、市町、関係団体等と連携

し家畜防疫体制の強化を図る。 

 

（１）主な検査と対象家畜 

予防法第５条の規定に基づく発生予防又は発生予察のため、主に以下の検査を実施した。 

ア ヨーネ病 

(ｱ) 搾乳の用に供し、又は供する目的で飼育している牛及びその同居牛 

(ｲ) 繁殖の用に供し、又は供する目的で飼育している肉用雌牛 

イ 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ 

  100羽以上鶏を飼養している農場のうち、家畜保健衛生所長が選定した農場で飼養されている鶏 

ウ 腐蛆病 

管内に飼育されている蜜蜂であって、家畜保健衛生所長が必要と認める蜜蜂 

エ 牛のアカバネ病、ブルータング  

未越夏でワクチンを接種していない牛 

 

その他、公共牧場に放牧された乳用牛に対する定期的な衛生検査(臨床検査、血液検査、寄生虫検

査、牛体消毒等)、養豚場の清浄度を確認・維持するための豚熱、オーエスキー病等の検査、監視伝

染病の疑いのある家畜及び不明疾病に対する病性鑑定等を実施した。 
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（２）主な検診・検査等の概要 

 

区分 

事業名 
実績 

(頭羽群数) 

検査結果(頭羽群数) 

備考 
陰性 

疑陽

性 
陽性 

検
診
・
検
査 

牛のブルセラ症 12 12 0 0 
告示      12頭 

牛の結核 12 12 0 0 
告示        12頭 

牛のヨーネ病 17,211 17,185 0 26 
告示     9,189頭 

告示外     8,022頭 

ピロプラズマ症 1,340 1,304 0 36 
放牧予定牛     946頭 

放牧牛    394頭 

EBL（牛伝染性リン

パ腫） 
6,062 4,682 0 1,380 

抗体検査  5,445頭 

遺伝子検査  617頭 

牛ウイルス性下痢

(BVD) 
14,177 13,911 0 266 

抗体検査   5,097頭 

遺伝子検査 9,080頭 

アカバネ病 108 108 0 0 告示         108頭 

ブルータング 36  36 0 0 告示      36頭 

牛伝染性疾病検査 159,358 159,358 0 0 延べ頭数 

牛海綿状脳症 

（採材業務） 
444 444 0 0 

告示     426頭 

告示外      18頭 

馬伝染性貧血   1 1 0 0 告示外 

馬パラチフス  1 1 0 0 告示外 

馬伝染性疾病検査 6 6 0 0 馬インフルエンザ等 

豚熱 3,463 961 286 2,216 免疫付与状況確認検査 

オーエスキー病 609 609 0 0 抗体検査 

PRRS （ 豚 繁 殖 ・ 

呼吸障害症候群） 
1,597 744 0 853 

抗体検査  1,464頭 

遺伝子検査  112検体 

遺伝子解析  21検体 

※遺伝子解析は検査結

果数に含めず 

豚伝染性疾病検査 549,323 549,323 0 0  

高病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ

低病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ 
530 530 0 0 

告示       430羽 

告示外    100羽 

鶏伝染性疾病検査 5,048,163   5,048,163 0 0 
鳥インフルエンザ、 

ニューカッスル病等 

腐蛆病 1,066    1,066 0 0 
告示     913群 

告示外    153群 

その他 
着地検査      21 21 0 0 豚 2件 
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（３）家畜伝染病予防法第５条に基づく検査 

  ア 乳用雌牛のヨーネ病検査 

※平成27年度から管内を５つの地域に区分し、５年で１巡するように実施 

 同居の肉用繁殖雌牛も同時に実施 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

検査戸数（農場数） 11 58 399 26 4 498 

検査 

頭数 

乳用牛 307 2,976 393 2,374 318 6,368 

肉用牛 12 207 6 385 0 610 

  【検査成績】6,968頭陰性、8頭陽性 

 

   イ 肉用雌牛のヨーネ病検査（酪農家の飼養牛を除く） 

     ※平成27年度から管内を５つの地域に区分し、５年で１巡するように実施 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

検査戸数 0 0 12 0 22 34 

検査頭数 0 0 731 0 544 1,275 

  【検査成績】全頭陰性 

 

   ウ 放牧予定牛のヨーネ病検査 

  ※公共牧場に入牧予定の乳用育成牛を検査 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

検査戸数 23 

(和牛 5戸含) 

53 6 14 2 

(和牛 1戸含) 

98 

検査頭数 141 

(和牛 41頭含) 

440 79 230 41 

(和牛 2頭含) 

931 

  【検査成績】全頭陰性 

 

   エ 種畜（種雄牛）のヨーネ病検査 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

検査戸数 1 0 0 1 0 2 

検査頭数 2 0 0 3 0 5 

  【検査成績】全頭陰性 

 

  オ 死亡牛の牛海綿状脳症（BSE）検査（法第５条に基づく検査） 

管内市町及び県内・種類別の搬入状況 

市町 
乳用牛 肉用牛 

総計 
ホルスタイン種 その他 黒毛和種 交雑種 

大田原市 32 0 6 0 38 

那須塩原市 138 1 15 0 154 

那須烏山市 10 0 10 0 20 

那須町 32 0 21 0 53 

那珂川町 6 0 3 1 10 

管内合計 218 1 55 1 275 

県内合計 303 1 120 2 426 

【検査成績】全頭陰性 
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カ アルボウイルス感染症サーベイランス 

病名 戸数 頭数 ６月 ８月 10月 11月 

アカバネ病検査

(抗体) 
9 108 

＜2 2≦ ＜2 2≦ ＜2 2≦ ＜2 2≦ 

23 4 25 2 26 1 27 0 

ブルータング検査 

（遺伝子） 
9 36 

－ ＋ － ＋ － ＋ － ＋ 

3 0 3 0 3 0 27  0 

※ 大田原市２戸、那須塩原市３戸、那須烏山市１戸、那須町２戸、那珂川町１戸で実施 

 

  キ 蜜蜂の腐蛆病検査 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

検査戸数 5 9 3 2 3 22 

検査群数 130 680 46 20 37 913 

【検査成績】全例陰性 

  

  ク 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ 

(ｱ) 定点モニタリング検査 

毎月1回、管内の3農場において、6週齢以上の鶏10羽のウイルス分離検査と血清抗体検査を実

施した（ウイルス分離検査は県央家畜保健衛生所家畜衛生研究部で実施）。 

対象農場 検査内容 検査成績 

３戸 

（那須塩原市、那須烏山市、

那須町） 

ウイルス分離 

（気管スワブ、クロアカスワブ） 

血清抗体検査 

 

全例陰性 

     

 

(ｲ) 強化モニタリング検査 

4月から5月及び10月から3月にかけて、管内７農場の鶏各10羽について、各農場１回血清抗体検査

を実施した。 

対象農場 検査成績 

７戸 

（大田原市１戸、那須塩原市３戸 

那須烏山市１戸、那珂川町２戸） 

 

全例陰性 
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(４) 家畜伝染病予防法第６条に基づく予防接種 

ア 放牧予定牛におけるワクチン接種 

    牧場での感染症予防を目的として、放牧予定牛を対象として、入牧前にワクチン接種を実施して 

いる。 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 合計 

接種農場数

（実数） 

23 53 6 

 

14 2 98 

接種農場数

（延数） 

60 166 24 62 

 

1 313 

接種頭数 

（実数） 

175 761 

 

95 

 

263 40 1,334 

接種頭数 

（延数） 

175 761 

 

95 

 

263 40 1,334 

 

イ 豚熱ワクチン接種 

豚熱の発生予防のため、管内養豚農場を対象として、離乳豚及び繁殖豚に継続的にワクチン接種を

実施している。 

市町 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 合計 

接種農場数

（実数） 

5 

 

13 5 15 5 

 

43 

接種農場数

（延数） 

231 449 

 

87 

 

382 48 1,197 

接種頭数 

（実数） 

140,380 117,248 57,643 257,227 4,979 577,477 

接種頭数 

（延数） 

140,380 117,248 57,643 257,227 4,979 577,477 
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(５) 家畜伝染病予防法第５１条に基づく検査 

ア 牛のヨーネ病検査 

     牛のヨーネ病防疫対策要領に基づくカテゴリーⅡ農場において、清浄化推進のための検査を実施

した。 

対象農場戸数 

検査検体数 

検査成績 
抗体検査 

ﾘｱﾙﾀｲﾑPCR検査 

（環境材料を含む） 

７戸 

（大田原市１戸、那須塩原市３戸、

那須町３戸） 
583 4,616 患畜18頭を摘発 

清浄性が確認された農場：１戸（那須町１戸） 

 

  イ 牛伝染性リンパ腫 

    抗体検査及び遺伝子検査により農場及び公共牧場の浸潤状況を調査し、衛生指導を実施した。 

検査方法 検査頭数 陽性頭数 陰性頭数 

抗体検査 5,445   917 4,528 

遺伝子検査   617   463   154 

 

  ウ 牛ウイルス性下痢（ＢＶＤ） 

    抗原・抗体検査及び遺伝子検査により農場の浸潤状況を調査し、衛生指導を実施した。 

検査方法 検査頭数 陽性頭数 陰性頭数 

中和抗体検査 398 237 161 

ウイルス分離 484 28 456 

遺伝子検査 484 30 454 

抗原エライザ検査 3,786 1 3,785 

                                        （実頭数） 

エ  豚熱（CSF） 

豚熱ワクチンの免疫付与状況確認のために抗体検査を実施した。 

 

 

 

 

オ オーエスキー病 

清浄化対策推進のために抗体検査を実施した。 

検査戸数 検査頭数 
  野外抗体 

  陽性頭数 

 野外抗体 

 疑陽性頭数 

  野外抗体 

  陰性頭数 

31 609 0 0 609 

  

 カ ＰＲＲＳ（豚繁殖・呼吸障害症候群） 

抗体検査により農場の浸潤状況を調査し衛生指導を実施した。 

 

 

 

 検査戸数 検査頭数   検査成績 

39 3,450 

＋:2,202 

±:286 

－:962 

  検査戸数   検査頭数   陽性頭数   陰性頭数 

37 1,464 804 660 
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キ ニューカッスル病 

抗体検査結果をもとに適切なワクチン接種を指導した。 

戸数(延) 羽数 抗体陽性羽数 抗体陰性羽数 

31 309 258 51 

 

ク 鶏マイコプラズマ病 

抗体検査により農場の浸潤状況を調査し、衛生指導を実施した。 

病原体名 検査戸数(延) 検査羽数 陽性羽数 疑似羽数 陰性羽数 

ﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ･ｶﾞﾘｾﾌﾟﾁｶﾑ 18 180 94 0 86 

ﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ･ｼﾉﾋﾞｴ 18 180 105 0 75 

     

   ケ 施設園芸用蜜蜂の腐蛆病検査 

       イチゴハウスで受粉に利用される蜜蜂の検査を実施するとともに、飼養者に対し衛生指導を実施

した。 

 

 

 

 

 

 検査戸数 検査群数   検査成績 

15戸 

（那須烏山市１戸、那珂川町14戸） 88 全群陰性 
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（６）その他の検査 

ア 放牧予定牛の検査（※） 

放牧場での伝染性疾病のまん延防止のため、放牧予定牛について各種検査を実施した。 

病名 検査頭数 陽性頭数 陰性頭数 

EBL(牛伝染性リンパ腫) 1,064 283 781 

ﾋﾟﾛﾌﾟﾗｽﾞﾏ症  946 33 913 

BVD（牛ウイルス性下痢） 1,252 1 1,251 

             ※県内・県外予定牛両方 

 

イ 放牧牛衛生検査 

管内３か所の公共牧場において、定期的に放牧牛の衛生検査を行い、各種疾病の早期発見及び早期

治療に努めた。 

 

(ｱ) 放牧状況 

 区分 
大野放牧場 

(大田原市) 

那須町共同利用模範牧場 

（那須塩原市） 

種類 乳用牛 肉用牛 乳用牛 

EBL対策 EBL陰性牧区 EBL陰性牧区 EBL陰性牧区 EBL陽性牧区 

放牧期間 
R5.4.13～

R5.11.6 

R5.5.9～

R5.11.6 

R5.5.1～

R5.10.31 

R5.4.18～

R5.11.3 

放牧頭数 26 22 213 41 

衛生検査

回数 
8 7 6 

主な疾病 
皮膚真菌症 

皮膚真菌症、光線過敏症 

乳頭腫、趾間腐爛 

備考  周年預託牛あり 

※八郎ヶ原放牧場（休牧中） 

 

(ｲ)  衛生検査検査成績 

ａ ピロプラズマ症                             （陽性頭数/検査頭数） 

 

 

 

 

ウ 家畜伝染病予防法第５２条に基づく報告徴求 

(ア) 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザの発生予防 

管内の家きん100羽以上（だちょうは10羽以上）を飼養する農場から毎月１回、１か月

間の死亡羽数及び産卵率の報告を求めた。 

 

 

 

 

牧場名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

大野放牧場 － 0/10 0/10 0/10 0/10 0/10 0/9 

那須模範牧場 － 0/21 0/20 1/21 1/22 0/21 0/20 
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（７）病性鑑定 

原因不明の疾病について、獣医師や飼養者からの依頼により、原因究明の検査及び防除

のための衛生指導を実施した。 

ア 市町別の病性鑑定件数及び頭羽数（総件数：延べ 193件  総頭羽数：延べ 418頭羽） 

畜種 

大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

件

数 

頭羽

数 
件数 

頭羽

数 
件数 

頭羽

数 
件数 

頭羽

数 
件数 

頭羽

数 

件数
※※ 

頭羽

数 

乳用牛 2 6 41 76 2 8 19 26 3 9 67 125 

肉用牛 11 22 63 115 4 17 29 68 9 10 116 232 

馬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

豚 1 15 1 14 1 1 0 0 0 0 3 30 

緬山羊 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 2 2 

鶏 1 4 2 16 0 0 1 ３ 0 0 4 23 

その他＊ 0 0 2 3 0 0 2 ３ 0 0 4 6 

計 15 47 109 226 7 26 50 100 12 19 193 418 

      ＊その他：牛、馬、豚、緬山羊、鶏以外の家畜、又は環境材料 等 

**計：複数畜種を検査した場合、別々に計上 

イ 市町別の病性鑑定検査材料別の検体数             （総検体数：547検体） 

検査材料 大田原市 那須塩原市 那須烏山市 那須町 那珂川町 計 

糞便 13 94    26 43 7 183 

死体及び生体 9 41 1 26 2 79 

血液 30  66 16 39 13 164 

その他＊ 19 76 14 17 5 131 

計 71 277 57 125 27 557 
＊その他：鼻腔拭い液、敷料、環境ふきとり等 

 

【令和５年度の病性鑑定で診断された主な疾病】 

下表に示すように、様々な疾病が確認されました。（下線は監視伝染病を示す） 

畜種 症状 疾病名 

牛 下痢症 牛ロタウイルス病、牛コロナウイルス病、クリプトスポリジウム症、 

牛コクシジウム症、牛トロウイルス病、消化管内線虫症 等 

呼吸器病 牛コロナウイルス病、牛 RSウイルス病、牛パスツレラ症、牛マンヘミア症、 

牛マイコプラズマ病 等 

その他 牛サルモネラ症、牛ウイルス性下痢、悪性水腫、クロストリジウム属菌に 

よる突然死、腹膜炎、牛大腸菌症、ピロプラズマ病 等 

豚 
死亡数増加 

急死等 

豚繁殖・呼吸障害症候群(PRRS)、豚インフルエンザ、盲腸捻転 

鶏 死亡数増加 管理失宜 
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２ 家畜衛生対策事業 

消費・安全対策交付金事業を活用し、各種調査及び衛生指導を実施し、家畜の生産性の向上及び安

全で高品質な畜産物の安定供給を図る。 

 

（１）監視体制整備対策 

ア 家畜伝染病防疫対応強化事業 

  飼養衛生管理の向上を図るため、家畜飼養者等に対する衛生管理指導を実施した。 

実施内容 実施戸数 備考 

衛生管理指導 229 乳用牛55戸、肉用牛89戸、豚55戸、鶏27戸 

 

イ 家畜衛生関連情報整備対策事業 

畜産農家からの情報や病性鑑定成績を基に、家畜衛生に関する対策及び疾病の発生状況等の情

報を収集・分析し報告及び農家への情報提供をした。 

区分 実施件(回)数 備考 

情報の収集 193件 家畜飼養農家の病性鑑定成績等から得た情報の調査･分析 

家畜衛生情報提供  50回 家畜衛生に関する対策及び疾病の発生状況等の報告 

 

 

（２）危機管理体制整備対策 

ア まん延防止円滑化対策事業 

  高病原性鳥インフルエンザ、豚熱及び口蹄疫等の防疫対策を推進するため、農家、市町担当職員、

農協等職員、開業獣医師等を対象に、連絡会議及び防疫演習を開催した。 

病名 回数 内容 

高病原性鳥インフルエンザ、豚熱、口蹄疫 3 防疫演習、連絡会議 

 

 

（３）家畜衛生対策による生産性向上推進対策 

ア 家畜生産性低下疾病低減事業 

飼養形態の多様化に伴い、混合感染症、不顕性に経過する慢性疾病等の発生が増加し、経済的

損失が問題となっていることから、これら生産性を阻害する疾病群について、その発生動向を把握

するための調査及び防除指導を実施した。 

畜種 調査対象疾病 調査戸数 調査頭羽数 

牛 牛サルモネラ症   1     41 
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（４）畜産物安全性確保対策 

ア 生産衛生管理体制整備事業 

食品の安全性確保手法として優れたＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）方式を家畜の生産段階

に導入し、農家における安全性確保体制を整備するため、調査・検査及び指導を実施した。 

畜種 対象農場数 指導回数 備考 

牛 4 6 ・定期的運用確認の指導 

・一般衛生管理プログラムについての指導 

・教育訓練、内部検証 
豚 2 14 

 

イ 動物用医薬品危機管理対策事業 

（ｱ）動物用医薬品使用実態調査 

動物用医薬品の畜産物への残留防止を図るため、獣医師からの指示書に基づく動物用医薬品の

使用者に対し、指示書の確認、使用状況等の確認及び適正使用に係る指導を実施した。 

対象農場 戸数 結果 

肉用牛 2 適正 

養豚 2 適正 

 

(ｲ) 薬剤耐性菌の発現状況調査 

抗菌剤の人と動物の健康に対するリスク分析の基礎資料を得ることを目的とし、薬剤耐性菌

の発現状況調査を実施した。 

対象細菌 対象菌株数 対象家畜 

サルモネラ菌  11 牛 

黄色ブドウ球菌 ２ 牛、採卵鶏 
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３ その他の事業 

 

（１）医薬品医療機器等法関連 

飼育動物の疾病予防・治療等に用いられる動物用医薬品等が、適正に製造、販売及び使用されるよう、

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）の規

定に基づき、製造業等の申請受付業務、販売業許認可業務及び監視・指導を実施した。 

 

ア 動物用生物学的製剤国家検定業務 

検定抜き取り回数 解封回数 

19 0 

 

イ 動物用医薬品等販売業許認可業務 

区分 新規 更新 
許可証 

書換交付 

許可証 

再交付 
廃止 

店舗販売業 0 0 0 0 1 

卸売販売業 0 0 0 0 0 

特例店舗販売業 0 9 5 0 1 

再生医療等製品販売業 0 0 0 0 0 

高度管理医療機器販売業 0 0 0 0 0 

管理医療機器販売業(届出） 0 － － － 0 

計 0 9 5 0 2 

 

  ウ 動物用医薬品等販売業立入調査 

販売業者店舗数 立入検査・指導実施店舗数 

62 13 

 

 

（２）獣医師法、獣医療法関連 

適正な獣医療の提供を確保するため、獣医師法（昭和２６年法律第１８６号）及び獣医療法（平成４年

法律第４６号）の規定に基づき、診療施設関連届出の受理、診療施設に対する立入調査を行った。 

 

ア 診療施設届出状況                     （令和６年3月31日現在） 

届出区分 産業動物 小動物 計 

開  設  3 1 4 

休  止  1 0 1 

廃  止  4 1 5 

※産業動物と小動物の両方を診療する施設は、産業動物に区分  

 

イ 診療施設立入調査 

診療施設数 調査件数 内容 

94 18 構造設備、診療簿の記載及び保管、劇毒薬保管状況等 
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（３）家畜改良増殖法関連 

家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）の規定に基づき、適正な家畜の改良・増殖の促進を目的

に、種雄畜について、繁殖障害、伝染性疾病及び遺伝性疾患の検査を実施した。また、家畜人工授精業務

の適正確保を目的に、家畜人工授精師免許証の交付、家畜人工授精所の開設の許可及び家畜人工授精師に

対する立入調査を実施した。 

ア 種畜検査 

畜種 戸数 頭数 

牛 2 5 

豚 1 38 

馬 1 1 

計 4 44 

 

イ 家畜人工授精師免許証の交付 

区分 新規交付件数 再交付件数 書換交付件数 

家畜人工授精師免許証の交付 ７ ２ ７ 

 

ウ 家畜人工授精所の開設の許可 

区分 開設の許可 廃止 現在開設数 

家畜人工授精所の開設 ７ １ 110 

 

エ 家畜人工授精師等立入調査 

件数 指導内容 備考 

31 家畜人工授精簿の記入及び保管等 獣医師３名、家畜人工授精師28名 

 

（４）その他 

ア ビタミン検査 

高品質牛肉生産のための肥育技術のひとつであるビタミンＡコントロールに関連し、農家等の依頼に

基づき肥育牛の血中ビタミン濃度を検査した。 

検査件数 検査頭数 

22 269 

イ 乳汁検査 

乳房炎による損耗防止のため、獣医師及び農家の依頼に基づき、乳房炎発症牛の乳汁について、細菌

分離検査及び有効薬剤の選択のため分離菌の薬剤感受性検査を実施した。 

検査件数 検体数 

33(3/25現在) 56 

 

ウ 放射性物質検査 

     東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故を受け、管内で生産される畜産物の安全・安心を確

保するため、放射性セシウム検査用の検体採取を行った。 

区分 検体数 結果 備考 

採血 ５ 基準値以下 出荷前検査 

 

エ 死亡野鳥等インフルエンザ検査 

    環境省マニュアル（「野鳥における高病原性鳥インフルエンザに係る対応技術マニュアル」）に基づ

き、県環境森林事務所が死亡野鳥等を回収した場合には、インフルエンザ簡易検査を実施し、検査後の
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検体を指定の検査機関へ送付する。本年度は検査対象となる死亡野鳥の搬入がなかったため、県北管内

での検査実施数は０件だった(検査期間：R5.4.1～R6.3.31)。 
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１ 長期にわたる大規模酪農場でのヨーネ病清浄化達成までの取組 

 

県北家畜保健衛生所     

安田奈絵、安西真奈美、青木亜紀子 

 

はじめに 

家畜伝染病の一つであるヨーネ病は、ヨー

ネ菌を病原体とする慢性疾病であり、従来は

主に糞便を用いた分離培養による細菌学的検

査及び ELISA 法による抗体検査で患畜を診断

してきた。分離培養は最も有効で信頼できる

方法であるが、液体培地を用いた場合でも 2

～10 週間と長い培養期間を要する。一方、抗

体検査は多検体の迅速な検査が可能である反

面、ヨーネ菌以外の非定型抗酸菌が原因とな

る非特異反応の存在や、抗体が上昇するのは

感染後期であることから、抗体検査のみでは

抗体陰性排菌牛が摘発できない 1)などの問題

が指摘されている。 

我が国では、平成 11 年から、家畜伝染病予

防法第 5 条によるブルセラ病及び結核病検査

に追加されてヨーネ病の抗体検査を開始した。

しかし、抗体検査のこれらの問題のため、平

成 20 年に国のヨーネ病防疫対策要領が改正

され、リアルタイム PCR 検査(以下、PCR)が細

菌学的検査に代えて実施できるようになり、

平成 25 年には家畜伝染病予防法施行規則が

改正され、PCR が確定検査法に追加された。 

本県でも、平成 20 年に栃木県ヨーネ病防疫

対策要領(以下、県要領)を改正し、PCR を本

病の対策に取り入れた。平成 24 年に当所でカ

テゴリーⅡ農場を対象に PCR による全頭検査

を実施した結果、多くのカテゴリーⅡ農場で

抗体陰性排菌牛が飼養されていることが判明

し 2、PCR が確定検査法に追加された平成 25

年以降は、患畜摘発に加え、清浄性確認検査

で積極的に PCR を実施し、遺伝子量が患畜基

準値(糞便抽出物中の遺伝子量が 1.0×10-3 

pg/2.5 µg)未満の定性陽性牛についても自主

とう汰を推進して、ヨーネ病の早期清浄化に

取り組んできた。 

しかし、国内でのヨーネ病患畜の摘発頭数

は年間数百頭から 1,000 頭前後で推移し、依

然として増加傾向にある 3)。加えて、国内で

は年々牛飼養農場の大規模化が進んで、1 戸

あたりの飼養頭数が増加しており 4)、管内の

大規模農場も 42 農場となった。このような中

で、管内のカテゴリーⅡ農場は 6 農場あり、

そのうち 4 農場が大規模農場であるため、本

病の清浄化達成には大規模農場に合わせた対

策が必要となってきている。 

今回、平成 17 年度に初発があった大規模酪

農場で対策に PCR を取り入れ、17 年間にわた

る対策に取り組み清浄化を達成したので、概

要を報告する。 

 

農場概要 

本農場はヨーネ病発生以前から規模拡大に

取り組んでおり、平成 17 年度の初発時には成

牛 120 頭、育成牛・子牛 110 頭を飼養し、令

和 4 年度の清浄化達成時には、成牛 320 頭、

育成牛・子牛 100 頭にまで増頭した大規模酪

農場である。不定期に県内外から初妊牛を導

入しており、最大で年間 30 頭程度の導入があ

った。なお、育成牛の外部預託はしていなか

った。 

主な飼養形態はフリーストール及びフリー
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バーンで、子牛は子牛舎内のハッチで個別飼

養していた。敷料には、堆肥を発酵させ、オ

ガクズやもみがら等の副資材を混ぜた戻し堆

肥を使用していた。発生当初、新生子牛の管

理において、プール初乳を給与していた他、

哺乳スペースに空きがない場合、生後数日間

母子が同居することもあった。 

 

患畜摘発の経過 

ヨーネ病の初発は、平成 18 年 2 月に難治

性下痢を発症した 59 か月齢の牛で病性鑑定

を実施したところ、抗体検査陽性、糞便の直

接塗抹のチール・ネルゼン染色で菌塊が確認

され、患畜と確定された。 

初発後、翌月の同居牛検査で患畜 4 頭が摘

発されて以降、令和 4 年度に清浄化を達成す

るまでに計 17 頭の患畜を摘発した。うち、抗

体検査で平成 17 から 24 年度までに 12 頭、

PCR で平成 25 から 31 年度までに 5 頭を確定

した(図 1、表 1)。 

令和 2 及び 3 年度は患畜が摘発されず、定

性陽性牛のとう汰を継続して、令和 4 年度に

全頭の陰性を確認し、清浄化を達成した。 

 

図 1 年度ごとの確定検査法及び患畜摘発頭

数 

表 1 患畜の摘発状況 

 

取組の概要 

1) 経口感染防止対策 

発生直後から、垂直感染対策としてプール

初乳給与の中止及び早期母子分離を開始した。

また、水平感染対策として、敷料のこまめな

全交換、牛舎の消毒の強化及び定性陽性牛の

隔離を開始した。牛舎の消毒は、牛舎通路、

パーラー等に毎日朝晩１回ずつ消石灰を散布

して実施した。また、隔離群は飼養場所を分

けるだけでなく搾乳順を最後にする等、パー

ラーでの感染防止対策を実施した。 

 

2) 清浄性確認検査 

全頭検査は原則年 1 回、抗体検査で実施し

た。 

また、平成 24 年度から外部からの侵入防止

対策として導入牛での PCR を開始した。 

さらに、平成 27 年度から、定期的な乾乳牛

検査を開始した。乾乳牛検査では、月 1 回、

家保が農場を訪問して乾乳群の牛から糞便を
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採取し、約 1 年間で初妊牛を含む成牛全頭で

PCR による検査を実施した。ここで定性陽性

となった牛は隔離群に隔離し、次回の乾乳牛

検査と同時に採材して追跡検査を行い、原則

2 回以上継続して遺伝子が検出された牛は、

畜主に対して自主とう汰を指導した。追跡牛

は原則として、2 回以上遺伝子が検出されな

かった場合は追跡を解除し、次回乾乳時まで

経過観察とした。 

 

3) 環境検査 

平成 27 年度から定期的な環境検査を開始

した。主に乾乳牛検査と同時に採材し、PCR を

実施した。環境材料は、定性陽性牛の摘発さ

れていた乾乳群及び分娩群を飼養する牛舎の

牛床を中心に、牛舎通路、パーラー通路、堆

肥舎の堆肥及び水槽等から採取した。特に、

患畜摘発のなかった令和 3 及び 4 年度は、清

浄化確認に向けて、子牛舎や堆肥舎等を含め、

農場全体で材料を採取した。 

 

検査結果 

1) PCR 及び抗体検査 

平成 27 年度の定期的な乾乳牛検査開始以

降、8 年間で乾乳牛、追跡牛、導入牛につい

て、年間 300～500 頭、合計のべ 3,429 頭で

PCR を実施した。合計のべ 187 頭が定量もし

くは定性陽性となり、合計 4 頭の患畜を摘発

した。定性陽性の追跡牛については、8 年間

で計 47 頭を自主とう汰した(表 2)。 

令和 4年度に陽性となった 1頭は、その後、

1 か月おきの追跡検査で 3 回遺伝子が検出さ

れず、かつ年度内に死亡し、これをもって農

場内の全頭で陰性を確認した。 

抗体検査は平成 27から令和 3年度までの 7

年間でのべ 3,038 頭実施したが、陽性となっ

たのは平成 27 年度の患畜を含む 2 頭のみで

あった。 

なお、導入牛検査は、平成 24 年度から令和

4 年度までに計 83 頭で実施し、全頭陰性だっ

た。 

 

表 2 平成 27 から令和 4 年度における PCR

及び抗体検査成績 

 

2) 環境検査 

平成 27 から令和 4 年度に環境検査を実施

したところ、いずれの年度も乾乳群及び分娩

群牛舎で採取した材料で陽性検体が多い傾向

がみられた。特に、患畜摘発のあった平成 27

及び 29 年度には、乾乳群及び分娩群の陽性率

が高い結果となった。最後の患畜が摘発され

た平成 31 年度以降は、検出が減り、乾乳群、

分娩群では、令和 2 年度を最後に、その後検

出されなかった。令和 3 年度には定性陽性牛

を隔離していた隔離群牛舎の材料で検出があ

ったものの、清浄化を達成した令和 4 年度に

は、100 検体全てで陰性を確認した。 
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表 3 平成 27 から令和 4 年度における環境

検査成績(PCR) 

 

まとめ及び考察 

本農場は、難治性下痢を呈する発症牛の病

性鑑定で本病が初めて摘発され、その後の同

居牛検査で 4 頭、さらに平成 18 年度からの

14 年間で 12 頭の患畜が摘発された。農場の

初発が発症牛である場合、同居牛検査で感染

牛が摘発されるリスクが、初発が無症状牛で

ある場合に比べて 3.8 倍になるという報告 5)

のとおり、初発が発症牛である事例について

は、農場内に他にも患畜がおり、清浄化まで

に長期を要する可能性が高いと考えられた。 

また、平成 27 年度以降の検査結果から、多

数の抗体陰性排菌牛が確認されただけでなく、

環境からのヨーネ菌遺伝子の検出が継続して

おり、農場にヨーネ菌が浸潤している状態が

続いていたと推測できた。 

本農場では初発時までプール初乳を給与し

ていた。プール初乳の給与はヨーネ病感染の

リスクとなる 6)とされており、さらに、生後

数日間母子が同居していたこと等から、農場

内感染のリスクが高い状態で飼養していた期

間があったことが、本菌が農場内に深く浸潤

する要因となっていたと考えられた。 

また、一方で、本農場は外部から牛を導入

しており、本農場の患畜 17 頭のうち 8 頭が

導入牛であり、さらに、患畜の母牛のうち 14

頭が導入牛であった。このことにより、導入

牛が仮に排菌牛であった場合、導入先の農場

を汚染するだけでなく、生まれてくる子牛の

感染率が非常に高くなるおそれがあると考え

られた。そのため、本病のまん延防止として、

導入牛検査による本病の侵入防止対策が重要

であることが示された。 

今回、対策に PCR を積極的に活用し、定期

的な乾乳牛検査及び定性陽性牛の追跡検査に

よって抗体陰性排菌牛を摘発した。さらに、

環境検査も継続して実施したことで、牛と環

境の二つの面から農場での浸潤状況を的確に

把握することができた。さらに、月 1 回の採

材の訪問時に状況説明や指導を繰り返したこ

とにより、畜主が対策の意義を理解して、徐々

に対策への前向きな姿勢が得られたと考えら

れた。 

特に平成 30 年度からの最後の 5 年間は、

過去 1 回のみ定性陽性となった牛もとう汰を

行うなど、畜主が積極的に対策に取り組んだ

ことで、清浄化が加速し、達成することがで

きたと考えられた。 

 

今後の方針 

大規模酪農場は、生乳生産量確保のための

定期的な導入や、労働負担の軽減や粗飼料給

与等の飼養管理の省力化として育成牛の外部

預託を行っており、常にヨーネ病の侵入リス

クが高い農場が多い。また、ヨーネ病は幼若

牛で感受性が高く、典型例で 3 年程度の無排

菌期を経て排菌が始まるという長い経過をと

る 7)ことから、対策を開始しても成果が短期

的に現れにくく、本病の特性、対策の意義あ

るいは清浄化の進捗状況を理解することが難
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しい。このことにより、農場の対策へのモチ

ベーション維持が難しく、定性陽性牛の自主

とう汰あるいは優先的更新等の積極的な対策

に至っていない農場もある。また、規模が大

きいために検体数が膨大となり、農場と家保

の双方にとって採材や検査の負担が大きく、

県要領に基づく、年 3 回の全頭抗体検査を中

心とした対策が困難である現状がある。今回

の取組から、抗体検査では抗体陰性排菌牛を

見逃す危険性が課題となることが改めて示さ

れ、全頭抗体検査よりも、分娩牛または乾乳

牛の糞便を定期的に採取し、1 年をかけて全

頭の PCR 検査を行う等の方法を活用して、排

菌牛を把握することが改めて重要と考えられ

た。 

また、PCR による導入牛検査を確実に実施

することが本病の侵入防止に有効であり、カ

テゴリーⅡ農場においては、環境検査を活用

して農場の浸潤状況を把握、対策の成果を見

える化し、農場ごとに適した清浄化対策の指

導を行い農場の対策への理解を深めることが、

積極的な対策へのモチベーションを高められ

ると考えられた。また、大規模農場では、PCR

検体数増加への対応として、複数個体の糞便

材料を一つのプール検体として検査を行うプ

ール法の有効活用や、検査人員の確保等、本

病の早期清浄化に向けた体制整備を行うこと

も重要である。 

これらを踏まえ、今後も導入牛検査及び全

頭検査による清浄性維持のみならず、大規模

農場におけるヨーネ病の早期清浄化のための

きめ細やかな指導を継続していきたい。 
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２ 牛サルモネラ症発生農場における効率的な清浄化対策の検討 

 

県北家畜保健衛生所  

土合理美、赤間俊輔 

県央家畜保健衛生所 

草嶋悠介 

    

はじめに 

 牛サルモネラ症は、様々な血清型のサルモネ

ラの感染により、発熱、流産、下痢及び敗血症

等の症状を呈する疾病である。届出伝染病に指

定されているのは、Salmonella Typhimurium（以

下 ST）、S. Dublin（以下 SD）及び S. Enteritidis

によるものである。1990年代以降、乳用牛の高

泌乳化に伴い、特に搾乳牛での発生が増加して

いる 1）,2）。北海道においては、直近の 10 年間

で令和 4年度に STによる発生が 139戸 347頭

と最多となっている 3）、4）。STのような下痢を主

徴とするサルモネラは、発症牛の糞便中に多量

に排菌されて環境を汚染するほか、無症状保菌

牛による排菌や、ストレス等による治療牛の再

発が起こり得るため、特に導入頻度の高い大規

模農場やフリーバーン形態の農場では、農場へ

の侵入リスクが高く、また対策が長期化しやす

い。 

栃木県での過去の発生事例において、サルモ

ネラ清浄化対策では、迅速な病性鑑定及び全頭

検査によって感染牛を早期に把握すること、下

痢を呈している牛の移動を控えること、農場内

の清掃・消毒を徹底すること等が重要であると

考えられている 5）、6）。一方で、感染牛の発見が

遅れて農場の広範に汚染が広がってしまった

場合や、大規模農場での発生では、従来の対策

では清浄化が難しいと考えられており、検査体

制を含めた対策の見直しが求められていた。 

今回、サルモネラ清浄化対策を整理し、新た

な体制のもとで清浄化対策を実施したところ、

良好な結果が得られたのでその概要を報告す

る。 

清浄化対策 

従来、家畜保健衛生所（以下家保）で行って

いたサルモネラ清浄化対策の問題点は大きく 2

つあった。1 点目は、対策を行っていても再発

生を繰り返し、清浄化が進展しないと、対策が

長期化するとともに農場の負担が増大し、対策

意欲の維持が課題になっていた。2 点目は、飼

養牛の糞便を主体に検査を実施しており、この

場合は複数回の全頭検査を行う必要があった。

このため、複数農場での発生が重なった場合や、

大規模農場での発生があると、家保の検査量が

膨大になり、対応が困難になっていた。 

 今回、これらの問題を解決するために、サル

モネラ清浄化対策を整理し、以下に示す清浄化

対策を実施した。 

 

１ 農場全体の汚染状況の確認 

 サルモネラ発生時には、家保が農場に立入り、

拭き取り法による環境検査を実施するととも

に、農場の飼養規模に応じて飼養牛の全頭検査

または発症牛の抽出検査を行った。細菌学的検

査では、環境拭き取り材料について緩衝ペプト

ン水による前増菌培養を実施し、糞便及び前増

菌培養後の環境拭き取り材料を、ハーナテトラ

チオン酸塩基礎培地により増菌培養後、DHL 寒
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天培地にて分離培養し、分離菌は定法により、

同定及び血清型別を行った。なお、病性鑑定で

分離された ST については、薬剤感受性試験を

行い、有効薬剤を用いて治療を行うよう農場及

び管理獣医師に指導した。 

また、農場立入時には、従来の対策に準じて、

農場内の汚染拡大防止のため、畜舎ごとの長靴

交換、踏込消毒槽のこまめな交換や作業順の変

更を指導し、農場外への感染拡大防止のため、

衛生管理区域の出入口や農場内への石灰散布

（図 1）、出荷牛の出荷前検査などの内容を指導

した。加えて、農場説明用リーフレットを用い

て、農場主、管理獣医師及び関係団体とともに

対策の流れや注意点を確認した（図 2）。 

 

図 1 牛舎（牛床）への石灰散布 

 

     

図 2 農場説明用リーフレット 

 

２ 清浄化ステージ分類 

 サルモネラ清浄化対策を整理し、大きく 3つ

のステージに分類した（図 3）。従来の清浄化対

策では、清浄化対策の目的や清浄化までの流れ

が分かりにくく、農場の対策への理解が進みに

くかったため、今回、ステージごとに重点的に

実施すべき対策を明示することで、農場の対策

への理解増進と、対策意欲の維持を図った。ま

た、従来の全頭検査中心の検査体制に代わり、

検査負担の軽減のため、環境検査主体の体制を

構築した。 

（１）ステージ① 発生継続期 

農場内で新規感染牛が発生し、発症牛の排菌

が続いている状態を発生継続期と定義した。農

場での新規発症を抑えるために、牛への対策を

重点的に実施した。また、この段階では、農場

図 3 清浄化ステージ分類 
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内の状況確認のために、発症牛の抽出検査及び

環境検査を定期的に行った。主な指導内容とし

ては、飼養牛全頭へのサルモネラワクチン接種、

生菌剤の飼料添加及び増量について、農場主及

び管理獣医師と協議の上で方針を決定した。ま

た、発症牛の把握、隔離及び治療のため、下痢

や発熱の症状を呈した牛の糞便検査を実施し

た。感染が確認された牛については、有効薬剤

を用いて早期治療を実施するよう指導した。 

（２）ステージ② 環境汚染期 

農場内で新規発症牛が認められず、環境検査

では菌が検出される状態を環境汚染期と定義

した。環境中の菌を減らしていくために、環境

への対策を重点的に実施した。また、月 1回程

度の環境検査を行い、農場内で下痢や流産等の

サルモネラ症を疑う症状を呈した牛について

は、新規発症牛でないことを確認するために糞

便検査を実施した。主な指導内容としては、農

場内の清掃、洗浄、消毒について、特に飼槽・

水槽など、牛の口が届く範囲を重点的に行うよ

う指導した（図 4）。農場での清掃及び消毒が難

しい場合には、実施方法について打合せを行い、

実施可能な内容を検討したほか、家保及び関係

団体で一斉清掃・消毒を実施した。 

  

図 4 洗浄後の飼槽及び水槽 

 

（３）ステージ③ 清浄化準備期 

牛及び環境検査いずれにおいても菌が検出

されない状態を清浄化準備期と定義した。清浄

化を達成するために、清浄性確認検査として環

境検査及び全頭検査を行った。農場内の清掃、

洗浄、消毒等の対策は、清浄化を確認するまで

継続するよう指導した。全頭検査で、陽性牛が

認められた場合は治療し、翌月に再検査を行っ

て陰性を確認した。環境検査で 2回以上の陰性

を確認した上で、全頭検査の結果、排菌牛が認

められない農場について、清浄化達成と判断し

た。 

 

清浄化対策事例 

令和 5年度に、大規模やフリーバーンの農場

を含む管内 5農場で、STによる牛サルモネラ症

が発生したため、今回新たに構築した清浄化対

策を行った（表 1）。 

 

 

 

清浄化対策実施後、令和 6年 2月現在のステ

ージは、B農場は②の環境汚染期、D農場は③の

清浄化準備期にあたり、A、C、E の 3 農場が清

浄化を達成した。 

このうち、新体制での清浄化対策を最初に行

った農場である A農場について、事例を紹介す

る。 

（１）農場概要 

A農場は搾乳牛 110頭、育成牛 25頭、子牛 15

頭の計 150 頭を飼養する酪農場で、3 棟ある牛

舎の形態は全てフリーバーンであった。なお、

表 1 対策実施農場 
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育成舎のみが道路を挟んで反対側に位置して

いた。 

（２）発生経過 

令和 4年 11月 27日に 1頭が発熱及び血便を

呈し、同年 12 月 5 日までに同様の症状が同群

12頭に拡大したため、管理獣医師が家保に病性

鑑定を依頼した。翌 6日に家保及び管理獣医師

が農場に立入り、発症牛及び同居牛 16 頭の血

液及び糞便を採取して検査に供したところ、16

頭中 7 頭の糞便から ST が検出された。結果を

受けて同月 8日に家保が農場に再立入りし、注

意事項等について説明を行うとともに、浸潤状

況検査のため、農場全体から環境材料として 18

検体を拭き取り法により採取し、発生牛群以外

の牛群や育成舎及び子牛舎の健康牛について

糞便検査を実施した。 

 

（３）浸潤状況検査結果 

浸潤状況検査の結果、糞便材料では育成牛を

除く 6検体で、環境材料では育成舎を除く 8検

体で STが分離された（図 4）。 

 

図 4 A農場 浸潤状況検査結果 

 

 検査結果から、農場全体が広く汚染されてい

ると考えられたため、管理獣医師及び農場側と

打合せを行った。まず、飼養牛全頭へのワクチ

ン接種を実施し、生菌剤の増量給与を開始した。

発熱及び下痢症状を呈する個体は病畜群に編

入して隔離するとともに、抗菌剤を用いた早期

治療を行うこととした。消毒は農場により実施

し、飼槽、通路、牛舎周囲への石灰散布、牛舎

入口に踏込消毒槽と専用長靴を設置するよう

指導した。 

（４）清浄化対策 

清浄化ステージ分類を用いて清浄化対策を

実施した。対策期間中の環境及び抽出牛のモニ

タリング検査結果を表に示した（表 2）。 

表 2 モニタリング検査結果 

  月 ２月 ４月  月  月  月  月   月   月 １月
子牛舎      

 
 

   

 

    

 
育成舎     

 
   

 乳舎      
搾乳舎             
 ーラー             

環境検査結果

  月 ２月 ４月  月  月  月  月   月   月 １月
子牛         

  
     

 
育成   

       
    乳     

搾乳                

牛検査結果

陽性 陰性    検査実施なし

 発生継続期  環境汚染期  清浄化準備期

全頭検査実施
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初発時の検査では、育成舎を除くすべての牛

舎で環境及び牛から菌が検出された。その後も

牛の抽出検査では陽性が続いていたが、2 月に

牛での排菌がある程度治まったと考えられた

ため、2 度目の環境検査を行った。その後、環

境検査では搾乳牛舎及び ーラーから菌の検

出が続いていたが、7 月の検査で ーラーのみ

陽性となり、抽出牛検査では 2月以降の検査で

陰性が続いていたことから、新たな排菌は起き

ていないものと想定し、8 月に全頭検査を行っ

た。その際、搾乳牛で 3頭陽性、環境では搾乳

牛舎及び子牛舎で陽性が認められた。 

翌月に陽性牛 3頭の陰転を確認後、11月に行

った全頭検査では、搾乳牛は全頭陰性だったが、

子牛舎で 5頭の陽性が確認され、環境でも子牛

舎のみ陽性となった。翌月に子牛及び子牛舎環

境の陰性を確認し、1月に行った全頭検査では、

牛及び環境ともに陰性となり、清浄化を達成し

た。 

 

大規模農場における試算 

管内には、大規模農場やフリーバーンの農場

が多く存在する。これらの農場でサルモネラ症

が発生した場合に、環境検査主体の対策を行う

ことで、家保側の検査負担が軽減されると考え

られた。例として、飼養頭数 2,000頭規模（搾

乳牛 1,800頭、育成牛及び子牛 200頭）の農場

でサルモネラ症が発生した場合を想定し、今回

構築した環境検査中心の対策と、従来実施して

いた全頭検査中心の対策を比較した（表 3）。 

発生時検査では、2,000 頭規模の全頭検査に

代わって、環境検査 90検体、抽出牛 30頭程度

の検査を行うものと試算した。このうち環境検

査 90検体は、牛舎数が 15棟程度であると仮定

し、各牛舎の飼槽及び牛床、 ーラー、堆肥舎

及び飼料倉庫等、農場全体でくまなく採材を行

うことを想定した。また、対策開始後のモニタ

リング検査については、環境検査 50 検体及び

抽出牛 10 頭の検査を行うこととすると、従来

の全頭検査と比較して大幅に労力を軽減する

ことが可能であると考えられた。 

 

まとめ及び考察 

今回、サルモネラ清浄化対策を 3つの段階に

分類した。1 段階目の発生継続期は、牛及び環

境ともにサルモネラが検出される段階、2 段階

目の環境汚染期は、牛で陰性を確認し、環境で

陽性の段階、3 段階目の清浄化準備期は、牛及

び環境検査いずれにおいても菌が検出されな

い段階とした。このステージ分けによって、農

場側では、各段階での短期的な目標を設定し、

段階的に対策を実施していくことで、達成感が

表 3 従来及び新規対策の比較 
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得られ、対策意欲の維持につながった。同時に、

家保や関係団体においても、各農場の対策段階

が分かりやすくなり、情報共有が容易で、複数

農場での対策を並行しても、混乱を生じずに対

応可能であった。 

各段階で生じた対策上の問題点として、1 段

階目の発生継続期では、家保への病性鑑定依頼

が遅れ、農場内の汚染が広がってしまった場合

には、牛の発症が相次ぎ対策期間が延長した。

この対策として、地域の獣医師にサルモネラ症

の症状について家畜衛生情報を発信し、家保へ

の病性鑑定依頼を早期に行うよう理解醸成を

図った。また、飼養牛全頭へのワクチン接種及

び生菌剤の増量投与は、牛の新規発症防止に有

効であった。 

2 段階目の環境汚染期では、牛舎構造や人手

不足の問題により、牛舎の洗浄及び消毒が難し

いと感じる農場が多かった。対策としては、ど

のような方法で実施が可能か現場を見ながら

打合せを行うことや、関係団体と協力して農場

全体の洗浄及び消毒を実施することが挙げら

れた。また、一度農場全体の洗浄及び消毒を実

施した後は、農場側の可能な範囲で、特に飼槽

及び水槽の洗浄及び消毒を継続することが効

果的であると考えられた。特に対策の重要性に

ついて丁寧に説明し、農場側の理解を得ること

が重要であり、食品添加物として使用可能な消

毒薬の使用は、搾乳牛での対策に有用であった。

さらに、環境モニタリング検査を実施するため、

月 1回程度農場に立ち入る機会を設けることで、

農場側と頻回の打合せを実施することができ、

関係構築につながった。その際に、環境の改善

状況について、前回の結果と比較しながら図示

して説明することで、農場側の対策意欲維持に

つながったと考えられた（図 5）。 

 

図 5 D農場 環境検査回答例 

 

A 農場の検査結果では、搾乳舎及び ーラー

での環境検査で陽性が確認されたあと、全頭検

査で搾乳牛の陽性が認められ、子牛舎での環境

検査で陽性が確認されたあと、子牛で陽性が確

認された。このことから、環境検査により、排

菌牛の存在を速やかに確認できることが判明

した。月に１回程度の定期的な環境検査を行う

ことで、排菌牛を速やかに摘発することができ、

早期摘発により発症牛による環境の汚染が限

⑰バルク

⑰バルク

10/16結果

12/14結果

陽性

陰性

⑰バルク

⑰バルク

10/16結果

12/14結果

陽性

陰性

陽性箇所の 

減少が明らか 
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局的になることから、再発の被害を最小限に抑

えることが可能であった。 

また、大規模農場における試算では、全頭検

査と比較して大幅に労力を軽減することが可

能であることが示された。特に対策中の検査は、

農場の陰性を確認するまで複数回繰り返す可

能性が高いことを考慮すると、環境検査主体の

対策は、全頭検査と比較して、頻回実施が容易

である上に労力の軽減が見込まれ、環境検査主

体の検査体制は、特に全頭検査の実施が難しい

ような大規模農場で有用であると考えられた。

また、農場にとっても、全頭検査の場合に牛の

保定などにかかる労力と比較して、環境検査中

心の対策では労力が軽減できると考えられた。 

 

今後の方針 

今回構築した清浄化対策は、STのような下痢

を主徴とするサルモネラ症には有効と考えら

れたが、近年は管内でも SD のような敗血症を

主徴とするサルモネラ症が増加傾向にある。こ

のようなサルモネラは糞便中に排出される菌

量が少なく、糞便検体や環境から検出されにく

いことから、現行の検査体制では農場の状況を

把握することが難しい 4）。大規模農場で発生し

た場合の清浄化対策の方法や、より検出感度の

高い検査法について、引き続き検討していく必

要があると考える。 

 今後も下痢を主徴とするサルモネラ症の新

規発生時には、本対策の有効性を確認しながら

取組を継続し、発生農場の清浄化を目指してい

きたい。また、全国的にサルモネラ症の発生が

起きやすい状況にあることを農場及び関係者

に周知啓発し、発生予防に努めるとともに、疑

わしい症状が認められた場合の速やかな病性

鑑定及び対策実施に繋げていきたい。 
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３ 豚インフルエンザ発生事例及び管内浸潤状況調査 

 

                               県北家畜保健衛生所 

剱持麻衣、米山州二、赤間俊輔  

県央家畜保健衛生所 

                               小笠原悠   

    

はじめに 

 豚インフルエンザ（SI）は A 型インフルエ

ンザウイルス（IAV-S）感染に起因する発熱、

発咳等の症状を示す急性呼吸器疾患であるが、

不顕性感染例も多数認められる。また、本病

は伝播性が高いものの致死率は低いことが特

徴である。一方、感染豚の肥育効率低下によ

る農場の経済的損失は大きいものと報告され

ているが 1）、家畜伝染病予防法では監視伝 染

病に指定されておらず、国内における発生事

例や浸潤状況に関する報告は少なく、不明な

点が多い 2）。 

令和 5年 4月、肥育豚を飼養する管内の養豚

場において、SI 症例の病性鑑定と、発生を受

けて実施した管内全域における過去 3 年間の

IAV-S 浸潤状況調査を実施したところ、知見が

得られたのでその概要を報告する。 

 

発生状況 

 発生農場は、LW 種及び W 種の肥育豚約

7,000頭を飼養する肥育農場である（図 1）。県

外の系列 2 農場から、令和 4 年春まで 70 日齢

、以降は 25 日齢の離乳豚を導入していた。

IAV-S ワクチンは、導入元農場を含め未接種で

あった。農場の導入豚は離乳舎にて 90 日齢ま

で飼養され、次の子豚舎へ移動していた。 

令和 5 年 3 月下旬、離乳舎 3 の約 60 日齢の

豚群において、元気消失、前肢又は後肢麻痺

等の神経症状を呈する豚が散見された。アモ

キシシリン等の抗生剤投与により一時回復す

るも、4 月初旬には発咳を呈する豚が増加し、

死亡頭数が 1日あたり 1頭程度と通常時の 3倍

程度に上昇した。4 月 11 日には発咳等の症状

が豚舎全体に拡大し、管理獣医師から病性鑑

定依頼があった。 

  

 

材料及び方法 

１ 病性鑑定 

（１）臨床症状 

 令和 5年 4月 11日、家保立入り時には検査

対象豚 12 頭中 9 頭で体温 40℃以上の発熱が認

められ、豚舎内のほとんどの豚で、深く激し

い咳が特徴的な臨床症状として確認された。

また、人が近づくと警戒して立ち上がる動作

はみせるものの、すぐにへたり込んでしまう

症状が、離乳舎 3の豚舎全体の豚房で認められ

た。 

（２）病理解剖 

豚 3 頭（51-81 日齢、離乳舎 3）を鑑定殺し

、検査に供した。 

（３）ウイルス学的検査 

 解剖豚の臓器及び血清並びに同居豚 12頭 

初発 

離
乳
舎
１ 

離
乳
舎
２ 

離
乳
舎
３ 

離
乳
舎
４ 

図 1 農場見取り図 
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（65-81日齢、離乳舎 3）の血清について検査

を実施し、肺 3検体については IAV-S分離に広

く用いられる Mardin-Darby canine kidney（

MDCK）細胞 2）、全検体をCPK細胞に接種し、ウ

イルス分離を試みた。また、CSF、ASF、PRRS、

PCV2 及び IAV-S 各種ウイルスについて、それ

ぞれに特異的な遺伝子を標的とした PCR法を実

施した。さらに、分離された IAV-Sの遺伝子解

析として、全ゲノム配列を決定し、HA 及び NA

遺 伝 子 の 分 子 系 統 樹 解 析 を Maximum 

likelihood methodにより実施した。得られた

全 8 分節の塩基配列について、BLAST 検索を行

った。 

抗体検査は、発生農場にて令和 3～5 年度に

採取した血清 129検体について赤血球凝集抑制

試験（以下、HI 法）を行った。なお、豚血清

の非特異反応除去は、RDE（Ⅱ）（デンカ生研，

東京）で処理後、モルモット血球で感作させ

ることで実施した。抗原は本症例の分離株（

H1N2亜型）を、血球は 1％モルモット血球を用

い、HI価 10倍以上を陽性判定とした。 

（４）細菌学的検査 

主要臓器（肝臓、脾臓、腎臓、心臓、肺及

び脳）を用いて、定法に従い 5％羊血液寒天培

地（37℃、5％CO2）、DHL 寒天培地（37℃好気）

にて 24 時間培養した。加えて、肺については、

チョコレート寒天培地にて 18-48時間培養した

。 

（５）病理組織学的検査 

主要臓器を 20％中性緩衝ホルマリン液で固

定後、定法に従いパラフィンブロックを作成

し、ヘマトキリシン・エオジン（HE）染色、 

また抗原検出として A 型インフルエンザ抗体

を用いた免疫染色を実施した。 

 

２ 浸潤状況調査 

 令和 3～5年度に採取した 5市町 29農場 388

検体の肥育豚血清について、1 と同様の手法で

HI法を実施した。 

 

検査結果 

１ 病性鑑定 

（１）病理解剖 

3 頭に共通して肝変化や退縮不全などの肺炎

病変（円印部分）が確認された（図 2）。 

 図 2 肺 

 なお、その他の臓器について、著変は認め

られなかった。 

（２）ウイルス学的検査 

肺乳剤を接種した MDCK 細胞ではいずれも 2

代継代後に CPEが確認され、培養上清の PCR法

により、CPE 因子は H1 亜型の IAV-S と判定さ

れた（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 図 3  MDCK細胞培養上清の PCR泳動像 
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なお、全検体を接種した CPK細胞で CPEは認

められず、CSFV、ASFV、PRRSV 及び PCV2 を標

的とした PCR法ではいずれの検体からも特異遺

伝子は検出されなかった。 

分離 IAV-Sの遺伝学的解析について、得られ

た塩基配列を用いて分子系統樹解析を実施し

たところ、当該ウイルスは、日本固有の古 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

典的系統の HA 遺伝子である H1、ヒトの初期

香港型の NA 遺伝子である N2 を保有する H1N2

亜型ウイルスと判明した（図 4及び図 5）。 

また、全 8分節の塩基配列について BLAST検

索を実施したところ、内部構造タンパクをコ

ードする 6 遺伝子（PB1、PB2、PA、NS、M 及び

NP）は、全て 2009 年にパンデミックを起こし

た A/H1N1pdm09由来と判明した（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4  分子系統樹解析（H1：HA遺伝子） 

 

図 5 分子系統樹解析（N2：NA遺伝子） 
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発生農場での HI法の陽性率は、令和 3～5年

度にそれぞれ 13%（4/30 頭）、95%（41/43 頭）

、84%（47/56 頭）となり、HI 価の幾何平均値

は、6.6倍、51.8倍、38.5倍と推移した（図 6

）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）細菌学的検査 

いずれの臓器からも、有意菌は検出されな

かった。 

（４）病理組織学的検査 

3 頭に共通して肺の HE 染色像では、肺胞の

間質が肥厚しており（図 7）、間質性肺炎が認

められた。 

 

また、A 型インフルエンザ抗体を用いた免疫

染色を実施したところ、細気管支上皮細胞内

に陽性反応が確認された（図 8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 浸潤状況調査 

抗体陽性農場は、令和 3年度では 3市町で認

められ、農場陽性率は那須町で 80％と高く、

他の 2 市（大田原市、那須塩原市）は 30％程

度であった。令和 4年度は抗体陽性農場が那須

烏山市を除く 4市町に拡大し、令和 3年で陽性

となった 3市町も農場陽性率が上昇した。令和

5 年度では管内全域（5 市町）で抗体陽性農場

が確認され、令和 3年度から陽性を示した 3市

町では前年より低下したものの、継続して高

い陽性率となった（図 9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 BLAST検索結果 

 

図 6 発生農場の抗体検査（IAV-S）結果 

 

図 8 細気管支上皮 免疫染色 強拡大 

 

強拡大 

 

 

図 7 肺 HE染色 弱拡大 
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 図 9 市町浸潤状況、農場陽性率 

 

強拡大 
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管内全域の農場陽性率は 46%（12/26 戸）、

87%（20/23 戸）、72%（21/29 戸）（図 10）と推

移した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、個体陽性率は 32%（41/129頭）、75%（

86/114 頭）、62%（90/145 頭）と推移した。各

年度の HI価の幾何平均値は、9.4倍、31.2 

倍、19.0倍と推移した（図 11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3 年連続で検査を実施した 21 農場を対象に

、各農場の浸潤状況の推移を調査した結果を

図 12 に示した。3 年連続して抗体陽性となっ

た農場は 8戸で、調査期間中、抗体陰性を維持

した農場は 1 戸のみであった。なお、3 年連続

で抗体陽性となった 8 戸はいずれも飼養頭数

5,000頭以上の大規模農場であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ及び考察 

 病性鑑定の結果、解剖豚の肺 3 検体から

H1N2 亜型の IAV-S が分離され、PRRS 等そのほ

かの病原体は検出されなかった。したがって、

本症例を発熱及び発咳を伴う SI の単独感染例

と診断した。ただし、発生豚舎ではレンサ球

菌症を疑う後肢麻痺等の神経症状を呈する豚

も見られたことから、検出はされなかったも

のの他疾病との重複感染による影響も否定で

きない。なお、発生農場では病性鑑定以降、

他の離乳舎 3棟でも症状が確認され、完全終息

まで約１か月半を要していることから、本疾

病の伝播力の高さが裏付けられた。 

また、当該農場の過去 3年間の血清を用いた

抗体検査の結果から、前年の令和 4年から今回

の分離株と同じ系統と思われる H1 遺伝子を保

有した IAV-Sの流行が確認された。当該農場で

は令和 4 年の 4 月から導入日齢を 25 日齢に早

めており、初めて冬期に若齢豚を飼養したこ

と、発生時期の日較差が 20℃程度あり寒暖差

が大きい時期であったこと等の影響が疑われ

るが、今回の被害拡大の要因は特定できなか

った。 

管内浸潤状況調査では、令和 3年度から令和

4 年度にかけて農場陽性率、個体陽性率ともに

図 10 管内全域の農場陽性率 

 

強拡大 

 

 

図 11 管内全域の個体陽性率 

 

強拡大 

 

 

図 12 各農場の浸潤状況推移 
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急激に上昇した。このことから、発生農場と

同様、令和 4年度以降、管内全体においても古

典的系統の H1 遺伝子を保有した IAV-S が広範

に流行したことが判明した。 

峯ら 3）による 2015年から 2023年にかけて１

道 14 県で行われた調査では、国内 IAV-S の HA

遺伝子は大きく 3 つの系統（1A.1 Classical 

swine H1、 A/H1N1pdm09 H1、 ヒト季節型 H3）

に分類された 3）。1A.1 Classical swine H1、

いわゆる古典的系統の H1 遺伝子は、1970 年代

に H1N1 亜型ウイルスとして国内に侵入し、

1980 年代以降は NA 遺伝子がヒトの香港型ウイ

ルスに置き換わった H1N2 亜型ウイルスとして

進化を続けてきた。その後、ヒトでパンデミ

ックを起こした A/H1N1pdm09とのリアソータン

トにより、HA 及び NA 遺伝子を除く内部遺伝子

が全て置換された H1N2 亜型ウイルスとして進

化を遂げた。峯らの調査においても関東地方

を中心に古典的系統の H1 遺伝子を保有した

IAV-S が浸潤していることが報告されており、

管内で確認された広範な流行を裏付けている。 

ヨーロッパの多くの豚群では、抗体を持た

ない若齢豚や導入豚などに IAV-Sが継続的に不

顕性感染しているものと考えられており、

IAV-S が侵入した農場では定期的に急性呼吸器

病が発生する傾向があると推察されている 4）。

今回の調査で、3 年連続で抗体陽性を示した 8

戸の農場は全て飼養頭数 5,000頭以上の大規模

農場であり、これらの農場ではウイルスが常

在している可能性が考えられた。一般的に、

大規模農場では豚の導入や移動が頻繁にある

ため、IAV-S 浸潤状況に影響していると疑われ

、ウイルス侵入防止には導入豚の隔離徹底が

重要と思われた。 

本疾病の動態を把握するには感染抗体の検

出が不可欠で、本ウイルスの抗体検査法とし

て HI 法及び ELISA 法などが一般的に知られて

いる 1、2）。我が国において、豚群における

IAV-S の浸潤状況調査ないし抗体保有状況調査

には主に HI 法が用いられてきた 5、6、7）。その

地域の豚群に流行している亜型、もしくは侵

入が危惧される亜型の特定が可能であれば、

HI 法はその HA 亜型の特異性の高さから有用な

手法と考えられる。一方、サーベイランス時

のスクリーニング法としては、手技が簡便か

つ H1 以外の亜型ウイルス抗体など A 型インフ

ルエンザウイルス抗体を幅広く検出可能な

ELISA法が適していると思われた。今後はH3亜

型等の複数の抗原を用いた HI 法及び ELISA 法

の成績を比較検討することで、サーベイラン

ス時の ELISA法の有用性を評価しつつ、地域の

浸潤状況をより正確に把握し、養豚農家の生

産性向上に寄与していきたい。 
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